





















去る 2014 年を「国際家族農業年」（The Inter-




さらには 2017 年 12 月 20 日の第 72 回国連総
会では、2019 ～ 28 年の 10 年間を国連の「家






あって、2019 年からの 10 年間に国連加盟国は
具体的な政策対応を迫られることとなる。
またさらに 2018 年 12 月 17 日の国連総会で
は、「小農民と農場で働く人びとの権利に関す
る国連宣言（小農の権利宣言）」（UN Declara-
tion on the Rights of Peasants（2））が採択され





























































































































































































地の 70 ～ 80 ％を占めていること。そして、世
界の農業経営体の 72.6 ％が経営規模 1ha 未満

































な開発目標（Sustainable Development Goals : 





























































































































2015 年 1,377.3 1,344.3 97.6 33.0 2.4
2016 年 1,318.4 1,284.4 97.4 34.0 2.6
2017 年 1,258.0 1,223.1 97.2 34.9 2.8
2018 年 1,220.5 1,185.0 97.1 35.5 2.9
（資料出所：農林水産省大臣官房統計部［2019］16 ページ。）
表 2．2015 年経営耕地面積規模別経営体数①（単位：経営体）
経営耕地なし 0.3ha 未満 0.3 ～ 1.0 1.0 ～ 3.0 3.0 ～ 5.0 5.0 ～ 7.5 7.5 ～ 10.0
16,089 32,919 692,355 449,352 81,538 36,194 16,035
（1.2%） （2.4%） （50.3%） （32.6%） （5.9%） （2.6%） （1.2%）
10.0 ～ 20.0 20.0 ～ 30.0 30.0 ～ 40.0 40.0 ～ 50.0 50.0 ～ 100.0 100.0ha 以上 計
25,396 10,292 5,958 3,427 6,121 1,590 1,377,266








り、世界の農業経営体の 72.6 ％が経営規模 1ha
未満で、84.8 ％が 2ha 未満であったが、それと
比較対照させてみるとよい。）日本では、経営
耕地面積 1ha 未満は表 2 で 53.9 ％、表 3 では
52.8 ％。経営耕地面積 5ha 未満となると、表 2
では 92.4 ％、表 3 では 91.2 ％という構成比率
である。二つの統計とも、経営耕地面積が 1ha
未満の農業経営体がおよそ 50 ％強、経営耕地
面積 5ha までで経営体の数は 90 ％を超え、あ
とは一桁となる。
このことから日本の農業の場合、経営耕地面


















































経営耕地なし～ 1ha 未満 1.0 ～ 5.0 5.0 ～ 10.0 10.0 ～ 20.0 20.0 ～ 30.0 30.0ha 以上 計
644.2 468.2 52.1 26.0 11.5 18.5 1,220.5










































17,970 17,686 98.4 284 1.6
（資料出所：山梨県県民生活部統計調査課［2017］40 ページ。）
表 5．山梨県の 2015 年経営耕地面積規模別経営体数（単位：経営体）
経営耕地なし 0.3ha 未満 0.3 ～ 0.5 0.5 ～ 1.0 1.0 ～ 1.5 1.5 ～ 2.0 2.0 ～ 3.0 3.0 ～ 5.0
117 1,460 4,757 8,010 2,418 608 302 159
（0.7%） （8.1%） （26.5%） （44.6%） （13.5%） （3.4%） （1.7%） （0.9%）
5.0 ～ 10.0 10.0 ～ 20.0 20.0 ～ 30.0 30.0 ～ 50.0 50.0 ～ 100.0 100.0ha 以上 計
92 31 8 5 2 1 17,970
（0.5%） （0.2%） （0.0%） （0.0%） （0.0%） （0.0%）
（資料出所：山梨県県民生活部統計調査課［2017］42 ～ 43 ページ。）
















32,464 16,987 52.3 15,477 47.7




















くとすれば、30 代、40 代、60 代、これらの年






























くと、図 2 の右のグラフのとおり、2017 年度
で県内の農業生産法人は 210 法人で、10 年前












































































































































































































































































































































































































（1）United Nations General Assembly［2017］。








































































食 料・ 農 業 政 策 の 転 換 」（『 前 衛 』
No.9672018 年 10 月号）。
―　［2019］「国連『家族農業の 10 年』によ
せて」（『経済』No.284、2019 年 5 月号）。
農林水産省大臣官房統計部編集・発行［2017］
『2015 年農林業センサス（第 5 巻 農林業経





























Alvin TOFFLER ［1980］ The Third Wave, Wil-




Food and Agriculture Organization of the Unit-
ed Unions : FAO［2013］Investing in 
Smallholder Agriculture for Food Security. 
A Report by the High Level of Experts on 
Food Security and Nutrition of the Commit-







FAO［2018］FAO’s Work on Family Farming 
: Preparing for the Dcade of Family Farm-
ing （2019-2028） to achieve the SDGs. 
（file:///C:/Users/user/Downloads/ca 
1465en.pdf）
Tatsuhito FUKASAWA［2017］「A Study on 
経営学論集 第 1 号（創刊号）　2020.3
－ 61 －
the Theory of Prosumer」（明治大学『政経
論叢』第 86 巻 第 1・2 号）。
United Nations General Assembly［2017］Res-














―　［2018］Draft Declarartion on the Right 
of Peasants and Other People Working in 
Rulral Areas Presented by the Chair-Rap-
porteur of the Working Group.（file:///C:/
Users/user/AppData/Local/Microsoft/
Windows/Temporary%20Internet%20
Files/Content.IE5/37I378KY/G1705160.
pdf）本宣言に関する日本語訳は、https://
www.farmlandgrab.org/28718、あるいは小
規模・家族農業ネットワーク・ジャパン
［2019］85 ページ～を参照。本稿での引用
は同書からのものである。
